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II 外資と国民経済

大きく分けて， 外貨の働きは資本形成の面と国

際収支の面に分けることができる。 この章では，

前者に重点を樅きつつ， 戦前戦後の外資が国民経

済にどのような影態を与え， また国民経済の変動

とと もにどのような消長の通をたどったかという

ことを研究しよう。まず最初にローランド・ウィ

ルソン氏推計の外資の流入状況を示す第1表およ

び第1図をかかげる。

1870年以降のオーストラリアの発展は， 各種産

業 交通通信その他の公共事業に対する大誠の投

資を伴いつつはじめて達成された。羊毛業の成長

と小麦生産の拡大は交通通信施設の改善を是非と

も必要としていた。当時の道路はきわめて不十分

で， 囚人労働が利炉できなくなってからはいっそ

うの困難に逢着 した。 したがって貨物の輸送と乗

客の楽しい旅を実現するためには鉄道建設の必要

があった。最初の鉄道建設はイギリスおよびアメ

リカの民間会社によって企てられたがみごとに失

敗 した。・ 1852年，政府より 5000ポンドの補助金と

20年間 5％の配当の保証と， 鉄適路線と駅のため

の用地の無倣払い下げを受けて，アレグザンダー・

マレイ鉄道会社が誕生した。 シドニーでは政府自

身が最初の路線を建設した。鉄道の建設は，技術

上の難点もあって遅 と々 して進まず， 1870年まで

に全オーストラリアでわずか 1000マイルにすぎな

かったのである。 投資者は鉱山，牧場などより利

益の多い部門に魅せられていたから資本は払底

していた。

第 1表 オーストラリアにおける外資の流入状況

（単位： 100万オーストラリアボン ド）
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年次 流入額 ：累積額．年次 i流入額累梢額 年次流入額！累稼額 年次流入額 I累積額
-,――-_____J |i__J------ I 

1871 0 59. 3 | 1886 24. 6 190. 6 1901 6. 8 331. 0 1916 42.7 I 424.0 
1872 I 0.7 I 59.9 11 1887 I 18.1 I 207.6 11 1902 I 9.5 I 340.7 11 1917 I 17.6 I 441.6 
1873 2. 9 62. 5 ll 1888 20. 1 226. 5 1903 2. 6 343. 6 1918 23. 0 464. 6 
1874 3. 8 65. 7 i| 1889 19.6 245. 4 1904 - 2. 0 341. 6 1919 28. 9 493,5 
1315 I 4.9 I 10.0 !! 1390 I 11.5 1 ・ 262.2 11 1905 I - 5.1 I 336.5 11 1920 I -25.o I 468.5 

1876 I 6.3 I 75.6 ii 1891 I 15.1 I・ 274.9 11 1906 I -7.8 I 328.7 11 1921 I 37.4 i 505.9 
1877 8.8 83.5 ! 1892 7.5 282.7 1907 1 - 10. 1 318.6 1 1922 -10.5 495. 4 
1878 8.2 I 91.1 :I 1893 I 0.9 I 284.3 Ii 1908 I -4.9 I 313.7 Ii・ 1923 I 26.8 I 522.2 
1879 8. 9 99.4 1 1894 1 1 285.2 1909 - 1. 7 312. 0 1924 37. 7 559. 9 
1880 1.5 100,5 | 1895 o:8 285.8 1910 - 2.4 309.6 1925 15. 3 575.2 

1881 8.8 108.4 1 1896 13. 2 297.7 1911 - 2. 0 307. 6 1926 30. 9 606. 1 
l882 16. 3 123. 7 | 1897 10 : 7 307. 1 1912 • 4. 4 312. 0 1927 46. 5 652. 6 
1883 .13.7 135 (i Il 1898 6 5 313.7 1913 11.7 323.7 1 1928 37. 1 689.7 
1884 I lfi.1 I 1so. 5 Ii 1899 I o. 6 I 314. 7 11 1914 I 18. o I 341. 7 Ii 1929 I 29.1 I 718. 9 
1885 I 11.1 I 161.2 II 1900 I 9.o I 325.4 II 1915 I 39.6 I 381.3 II 1930 I 40.o I 758.9 

I I ----・ • --.. ． ー-—-．-• --—•~ 5 — ------- --• ー ・ 、 一・

（注） 流入額とは粗流入額から償遠額を差し引いたもの。
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1861~70年まで10年間の国民総生産の各要素を

見ても， 鉱業部門が8690万ボンドで全体の12.9%

を占めているのに対し，建設部門は9.2％にすぎな

い。 70年代にはいると公共事業軍点政策がとら

れ，鉄道の建設も進歩しはじめた。 1890年までに

1万マイル以上の鉄道が敷設され， 1億ボンド以

上がそのために費やされた。 80年代になるとイギ

リスの投資者も投資に積極的となり， 鉄道建設の

ペースも70年代の年50マイ ル建設からニュ ーサ ウ

スウェールズ州の年170マイル， ヴィ クトリア州の

'.If 90~100マイルというように増加した。それと

ともにオーストラリアの公共負債は 1861年の1100

万ポンド， 1871年の:1000万ボンド， 91881年の6600

万ボンド， 1891年の 1億5600ボンドと増加した。

これが 1880年代の外資の流入の主たる背景であっ

た。

もちろんこれらの金は鉄道ばかりでなく慮報施

設や水利洲漑にも使われた。このような公共投資

は民間投資を刺激し， 新たに採用された保護関税

と相まって製造業， 精練業のぼっ膜となった。

1866年と1874年の間に工場人口は7000人から2万

8000人となった。 国民総生産に占める割合も， 60

年代の6.8％から70年代の8.7％となり， 80年代に

は12.6％となった。 しかし1870年代以降と られた

公共事業璽点主義， 80年代の植民地の発辰と繁栄

は外資を不健全な投資に向かわしめることとなっ

た。

この時期の特長の 1つは金磯業の発股であって，

以前には イギリスの例にな らって土地の投資への

峨資はしなかった銀行が， 土地投機への融資を始

めるこ ととなった。 それは利益の多い業務ではあ

ったが， 多分に投機的であり，貸し付け期間は長

期にわたった。 80年代に，銀行袋し出しは5850万

ポン ドから 1億3200万ポン ドヘと増加し， イギ リ

ス人のオーストラ リア銀行への預金は， 実質的に

ゼロの状態から4000万ボン ドに増大した。 他方干

ばつと農産物の伯下がりは磁資の返済を困難に し

つつあったが， 土地への投機は，股地牧場を対象

第 l'図 オーストラリアにおける外賓の流入状況
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ダ
にするものから市街部に対する投機に変更を見な は困難で， 土地会社で倒産が続出した。 1893年 1

がらもさらに続けられた。政府の大幅な海外借り

入れはブームの実質的なささえとなっていた。 な

ぜなら植民地の当時の繁栄は多分に政府の鉄道建

設， 労働力の吸収，新しい土地の開拓に依存して

いたからである。この支柱が取りさられれば， ブ

ームはもろくも崩れおちる運命にあったので、あ

る。政府借り入れは当然海外への利子の支払いを

必要としたから， 諭出がそれだけ伸張しなければ

ならなかったが， 1880年代の輸出は輸入を下I訓っ

ており， その送は新しい政府借款および民間外資

の流入で埋められたのである。 1871年から1891年

まで， 外資の累計額は9100万ボンドから 2億7000

万ポンドと 3倍になっていた。 1880年代に，ニュ

ーサウスウェールズ州（首都シドニー）とヴィクト

リア州（首都メルボルン）の両政府は， 2500万ボン

ド以上の借款をしたし， すべての政府借款は9000

万ボンドにのぼった。 同時に民間外資の流入は，

ニューサウスウェールズ州では2600万ボンド， ヴ

ィクトリア州では3700万ポンドにのぼった。この

ことはヴィクトリア州ではプームがより長く続い

たことを意味している。

しかしいまや大屎借り入れの時期は過ぎ去っ

た。 「土地ブーム」は海外借り入れの継続しうる

間の現象にすぎなかった。 1891年までにはイギリ

ス投資者の確信は失われつつあった。干ばつ，股

産物 ・鉱産物の著しい値下がりと経済は不況の様

相を見せ始めた。 したがって1891年，ヴィクトリ

ア州政府がロンドン市場で 300万ボンドの起債を

試みたが，得られたのは200万ボンドにすぎなかっ

たし，クイーズランド州は250万ボンド予定のうち

30万ボンドの応料を得たにすぎなかった。

梅外惜り人れの失敗は対外利子の支払いを困難

に した。 他方，土地投機に対する貸し出しの返済
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月，はじめて銀行の 1つが支払いを停止した。銀

行の破産ないしは支払い停止はその後も続き， 全

オーストラリアで10行が不況をのり切ったにすぎ

なかった。 これが90年代の危機であるが，まさに

過剰投資， 特に土地投機の盛行が原因であった。

洵外偕り入れの大部分は生産的部門に向かわなか

ったのである。そしてこのような大幅の洵外借り

入れは， 母国イギリスの存在によってはじめて可

能となったものであるが， 寅任はイギリス側にあ

るのではなく， 借り手の乱用にあるといわなけれ

ばならない。 19世紀後半の外資は公共事業の進股

を可能にしブームをまき起こすとともに， その誤

った利用方法の結果， 外資の流入の停止が不況の

直接の原因となることによって iii辺の剣0)働きを

見せたのである。ちなみに1890年までの外資の国

民総生産に対する割合を第 2表に示す。のちに比

第 2表 国民総生産に対する外資の比率

-----・ •一·― l――--- -
期間 比率(%)

1971~75 I 2.1 
1876~80 I 4. 6 
1881 ~85 . I 8.1 
18s6~9o I 9.4 -

ー•--—羞一 期 問＿7 6.7 
--_. -- - ---—· -------• ----

較すればわかるように国民総生産に対して8.1%

または 9.4％を占める外資の経済に占める比重が

いかに大きいものであるかはこの表からも明瞭で

あるといわなければならない。

外資によって可能となった急速な経済発殷の時

期は過ぎ去り， 発展はよりゆるやかに， しかし円

滑に行なわれる必要があった。輸送が大きな問題

である小麦の栽培も鉄道の発股と農業技術の改良

で大いなる進展を見せ， 冷凍技術の発達は酪農製

品の生産と輸出を飛躍的に拡大させた。 1870年代
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に，国民総生産に対して3.6％であったのが90年代,,..＿ て製造業に刺激を与えその発股を促進 した。 国民

には 5％となっている。 長期の準備と交渉ののち

1901年には連邦が発足した。償還のために1900年

代の外資の流入額はマイナスとなったが， 新しい

借款の応蒻はふえつつあり， 1914年までには1890

年代の大不況は過去の物語となった。 1914年にぼ

っ発した第1次大戦は， オーストラリ アの発展に

影態を与えずにはおかなかった。各州はすでに海

外借款による公共事業の重点的な実施を計画して

いたが， イギリスは戦争目的以外の借款には乗り

気ではなかったからである。 公共事業を縮小すれ

ば失業の危険が待っていた。 しかし実際は各州政

府が起債していた 1億ボンドという多額の借款の

うち， 戦争のために使われたの はわずか であっ

た。平時のように経済は発展し，人々はまだ全面

戦争という概念を知らなかった。 この海外借款は

連邦政府の手を経て行なわれたから， 連邦政府と

各州政府の協力が必嬰であった。なぜなら連邦政

府自身戦争のための借款を行な っていたからであ

る。 1億9400万ボンドがオーストラリアで， 9400

万ボンドかロンドンで起債され， 政府の手に流れ

込んだが， 1919年6月までに，全歳入のうちで戦

争の費用は4600万ボンドにすぎなかったのであ

る。当然このような借り入れは国内資本市場のひ

っ迫を招き， 通貨の増発を余儀なくさせたから，

インフレの進行はさけうるとこ ろではなかった。

また逆にこのようなインフレーションという背景

がなければこのような大幅の借款は不可能であっ

たといえる。

戦争が終わると繁栄の時代がやってきた。大量

の移民と資本の輸入は史上空前のものであった。

国民総生産は 1910年の年平均4億6000万ボンドか

ら20年代の 7億8000万ポンドと飛躍的な発展をみ

せた。戦争は，輸入の障害を造り出すことによっ

総生産に占める割合も10年代の 12.7％から14.4%

と増大している。特に鉄鋼関係，繊維関係，自動

車閃係などの発展は著しいものがあった。ただ，

コストのl：屏と鉱産物価格の下落から鉱業は停滞

した。その他の企業も高金利，高運賃，高賃金か

らコスト高に悩み，資本の著 しい増加 (1908~12年

平均に対して1924~29年には20％増）と創l力の普及に

もかかわらず， 労働の生産性の上昇はアメリカな

どと比較するとはるかに低いものであった。

やがて1せ界的な大不況がやってきた。 1929年か

＇ ら1933年までのオースト ラリア経済の様相は， 多

分に1890年代のそれと似かよっていた。賃金は切

り下げられ，輸出価格は下落し，失業は増大した。

またそれは ロンドン市場からのこれまでの借款に

大きな問題を投げかけた。 これらの元本利子の支

払いは輸出の伸張か新規借款によるほかはなかっ

たが， この両者とも望み薄であったからである。

まず第1にオーストラリ アは， 悔外借 り入れの停

止と倫出価格の低下によって国民所得が下落する

という打撃をこうむった。 これまで海外借款によ

り行なわれていた事業の従事者は失業者となり，

輸入制限は商業の従事者を窮地におとしいれた。

そのかぎりではその経済的打撃は多分に他律的で

あって， オース トラリアのなしうるところは国内

的原因によってその打撃がさらに拡大されるのを

防ぐことのみであった。 1890年代に、も，羊毛およ

び小麦の下落から不況は到来し， それ以前におけ

る海外負俵の重荷は いっそ う事態を悪化させた。

たしかに海外借り入れは経済発展のために必要で

あったが， それは不健全な非生産的な投機に使わ

れた。 したがって海外借り入れの停止が利子負担

を重いものにしたことも， ある意味では自業自得

であった。 これに対して， 1920年代の終わりに始
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まった不況の際にはこのような投機は見られなか

ったが， 海外借り入れによって得られた資金の効

率的利用という点では反省の余地が十分あったと

思われる。

しかしともかくも 1931/32年度を底として経済

は少しずつ回復のきざしが見えはじめ， 34年以降

のペースは快調であった。国民総生産は第 3表に

みるように推移している。物価水準の上昇を考慮

第3表 国民総生産

（単位：100万オーストラリアボンド）

年度

1930/31 
1931/32 
1932/33 
1933/34 
1934/35 

1935/36 
1936/37 
1937/38 
1938/39 

国民総生産

643.9 
612.3 
626.9 
660.5 
691. l 

750.1 
818.l 
883.2 
887.1 

に入れてもなお1937/38年度には， 1928/29年度

に比して国民所得は 13％ののびを示しているし，

不況期のころと比べると22％の上昇となってい

る。さらに人口の増加を考慮に入れ， 1人当たり

所得を比較してもなお上昇しているのである。特

に景気回復期における製造業の発展には著しいも

のがあり，生産性の向上が目だった。

しか しそのような安定の時期もつかの間， ふた

たび大戦争を迎えなければならなかった。ちなみ

に1890年以降の外資の流入額の国民総生産に対す

る百分比をかかげると第 4表のようになる。

第2次大戦は全面戦争であって， 産業のあらゆ

る部門は戦争に向かっ て動いた。第1次大戦当時

は， 大菫の外資が調達され， しかもそれが大部分

平和産業に使われたが， 今回はようすが違ってい

た。新規外資の流入そのものがなかったのである。

貿易はきわめて困難であり， これまでオーストラ
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第4表 外資流入額の国民総生産に対する比率
， 

間
．． ．． I ....・

I 
•ー•• ・ •-- --―----•-• •-- 1 

期

1891~ 95 
1896~1900 
1901~ 5 
1906~ 10 

1911~ 15 
1916~ 20 
1921~ 25 
1926~ 30 

リアに工業製品を輸出してきた国もいまやその余

裕はなかった。 さいわい1920年代，30年代を通じ

て小規模ながら製造業の発達が見られ幾分その都

礎が固まりつつあったので， 輸入の減少は大きな

刺激となり特に工業技術の発達はすばらしいもの

があった。 ともかくもオーストラリアはふたたび

戦勝国として戦争を終結することができた。戦後

2, 3年間は産業の転換期であった。飛行機の生産

に従事していた自動車会社はふたたび自動車工場

にもどった。 1952/53年度， 1957/58年度と 2度

の軽い景気後退は経験したが， 戦後の経済発展は

めざましいものがあった。その国民総生産ののび

は第5表のとおりであって， 第 1次大戦後の10年

間と比較してもはるかに大きい。

もちろんこの背後には継続的なインフレがあっ

た。近年世界の主要国における物価の上昇が下火

第5表 国民総生産

（単位：100万オーストラリアボンド）

年 戸 1国民 1増加率
又 ，総生産 1 (%） 

年 度 1国民
総生産 1

~ !増加率
ー・・ 一 ― --- - --

（％） 

1920/21 1 
I 106 I 100 11 1946/ 47 I 1644 : 100 

1921/22 1 675 I 96 ii 1947 / 48 I -2035 i 124 
1922/23 | 718 102 1948/49 2283 139 
1923/24 i 748 I 106 11 1949/50 I 2129 I 166 
1924/25 I 845 I 120 11 1950/51 I 3633 i 221 
1925/26 I 811 I 115 11 1951/52 I 3869 I 235 
1926/27 I 841 I 119 11 1952/53 I 4213 i 256 
1921 /28 I 858 I 122 11 1953/54 I 4561 I 211 
1928/29 累醤叫55 1 4918 1 299 

I I 1956/57 5751 350 
I 1957/58 5829 1 355 

1958/59 6250 1 380 
1 ' 1 1959/60 6758 411 
- -~• I -----------
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になってからもインフピの勢いはおさまらず， 交

易条件と輸出の伸張に問題をなげかけた。またそ

の背後にあるものは大量の移民と大量の外国投資

であった。 1930年代の自然増加率の衰退とは対照

的に， 戦後，結婚年齢の低下を主軸に， 自然増加

率は大幅に上昇した。そのうえ総人口の 1％とい

う移民政策が人口政策上の大原則となった。その

ため人口は年率2％の割合で増加してきた。 これ

らの人々に雇用の機会を提供したのは， 国土開発

をはじめとする政府の積極的経済政策と， 外資の

流入その他による製造業の興隆であった。 これま

で政府の資金調達の手段であった海外借款はその

構造に大幅の変吏をきたし， 国内市場またはアジ

ァ市場を目的とする海外会社の支店または子会社

への投資が大きくクローズアップされた。戦後の

外資の国民総生産および国民所得に対する割合は

第6表のとおりである。

第6表 戦後における外資の国民所得および

国民総生産に対する比率(%)

1947邸450591／／///心45559 0 2 1 

1.9 
19 1.9 
19 2.5 
19 2.0 
19 2.8 

11111959599954555623/////554 5553 5 6 7 

0.8 1.0 
1. 7 2.0 
2.6 3.1 
2.6 3.2 
1.2 1.5 

1957/／ 58 2.0 2.4 
1958 59 2.4 3.0 

．~ー ・・ •----- ---

i 
全 期間 ， ＇ 2.0 2.4 

I ----

戦後外資の GNPに占める割合は一般に低く，

最高の割合を示した 1951/52年度でも 2.8％にす

ぎない。 この率は， 1870~75年の期間と1900~10

年の期間を除いては一番低い。 Iでみたように，

物価水準を考慮に入れた実質価値でも戦後の外資

の流入純額の総計は相当の量にのぼると考えられ

るから，主として GNPの差がその原囚である。

ただし社会経済上の外資の役割の電要性はかなら

ずしもこの率だけからは判断されえない。戦後の

外資は製造業への直接投資と結びついて流入して

おり， 製造業の振興は廂業の多角化というこの国

の経済構造の変革の巾心的役割を果たしている

こと， 製造業のうちでも特定の重要産業に集中し

ておりその分野での比重ははるかに大きいこと，

Iでみたように投資の形態の変化は直接投資を投

資の大宗にのし上げることとなったが， 直接投資

の他の投資との最大の差異は技術の流入をもたら

す点にある。そして技術の流入そのものは投資の

額にはあまり関係せず， 今日の経済において技術

の流入の役割は十分高く評価するべぎことがその

理由である。また第6表を見ると1952/53年度，

1956/57年度の低下が目だち， 景気変動と密接に

関係していることがわかる。 1890年代および1930

年の大不況の際は外資の流入の停Ll::が不況をいっ

そう深刻なものとしたが， 外資は景気変動の振幅

を拡大ずる働きがある。 さいわい戦後の景気後退

は軽度のものであったのと， 国内需要が低下した

際は輸出は好調で両者にずれがあったため国内経

済に与える悪影密は少なかった。

つぎに戦後の民間設備投資と直接投資の流入額

を比較すると第 7表のとおりである。 12年間全体

でその割合は10.3％であり， 外資がすべて設備投

資に向けられたと仮定すると， それは約1割の資

本設備を補ったこととなる。 1947/48年度と1958

/59年度の GNPと設備投資の伸張率に，前者は

3倍，後者は4.4倍と開きができたため，第6表と

第7表の間には差異がみられる。すなわち，第6

表の戦後の外資の国民総生産に対する割合では，

前半の期間と後半の期間に格別の割合の変化はみ

られず， 戦後の外資は国民総生産とだいたい同じ
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第7表 戦後の民問設備投資と直接投資流入額

の比較
（単位：100万オースト ラリアポンド）

年 度 1 設備投資 一直接投賓責分比（％）
---------------------------- --------

1947/48 I 241 I 36.7 I 14.9 
1948/49 I :ioo I 40.6 I 13.5 
1949/50 I 427 I 64.8 I 15.2 
1950/51 i 576 I 67.l I 11.6 
1951/52 I 733 I so.4 I 11.0 
1952/53 I 656 I 21.3 I 3.2 
1953/54 i 740 i 68.5 I 9.3 
1954/55 I 867 I 97.2 I 11.2 
1955/56 I 936 I 112.2 I 12.0 
1956/57 I 947 i 94.2 I 9.9 
1957/58 I 
1958/59 | 

1 03 6 1 96. 3 9. 3 
1081 I 98.8 I 9.1 

---...... ---.. ----- . -----..... ---. .. --.. . 

合 計 I 8546 I 878. 1 I 10 _ :1 I I •---

割合で伸張しているといえるのに対し， 民間外資

の大部分を占める直接投資の民間設備投資に対す

る割合はしだいに減少する傾向にある。すなわち

例外的に異常な 1952/53年度を除いて考えると，

それ以前には12.7％を占めていた割合が， それ以

降の期間では 10.1％に落ちておりその比璽は減少

している。つぎに政府の公共事業費と政府借款の

割合を比べてみると（第8表）， 世銀借款のなかった

1949/50年度までは問題外としても，それ以降の

第8表 公共事業費と政府借款の比較

（単位： 100万オーストラリアポンド）

年

1948/49 | 142 : ＊ ! ＊ 

1949/50 198 i * ' ＊ 

1950/51 1 288 | 4.o i 1.4 
1951/52 ! • 393 23.7 1 6.o 
1952/53 385 | 9.7 | 2.5 
1953/54 l 
| 
397 ・ 7.2 I 1.8 

1954/55 : 418 . 23.6 I 5.6 
1955/56 l 444 | 21.7 4.9 
1956/57 i 461 i -31. 7 
l957/58 | 486 | 10.2 | 2. 1 
1958/59 I 532 i 31.0 i 5.8 
合 計＊ 3804 99.4 1 :； 
----• -—---—--·- .—----」~---------・ -•• ・ • ----
（注） ＊世銀借款はなし。市場起債の分は統計がな

いので不明であるが， もしあっても金額はきわめ'
て少ない見込み。 合計欄には当該2カ年度は除外

してある。
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政府借款の割合は小さく， 公共事業は海外借款を

得てはじめて実施されえた戦前と 著しい対照をな

していることがわかる。

かく して戦後の政府借款はドル借款の資金の贈

加が特色となっており， 公共事業資金としてより

も国際収支面におけるドルそのものの価値に菫点

が置かれていたのである。 以上，われわれは多分

に歴史的手法を取り入れながら戦前戦後の外資と

国民経済の関係を見てきた。

m 外資の利益と負担

オースト ラリアは外資に よって発辰してきた。

ことに発展の初期には その比重は非常に大きかっ

た。外資の流入がなければ経済成長率ははるかに

低いものとなっていたに相迩ない。その反面，外

資の流入の変動は， 景気変動の振幅を拡大するこ

とにより弊害をもたらした。 これは外資が単にオ

ーストラリア側の一方的意志に依存するものでは

なく， 同時に輸出国の意志にもかかっ ていると い

う事実からきている。 しかし輸出国から見て外資

が利益である場合にも， 輸入国にとって無条件に

利益であるとはいいきれない。 利子負担はいうま

でもなく企業の外国支配， 輸出権の制限などマイ

ナスの面を伴っているからである。現在，政府は

外資焉入の方針を打ち出しているし， 各方面にお

ける議論も， 結論として外資はオーストラリア経

済の発展にとって有益であり歓迎されるべき性質

のものであるということに落ちついているが， そ

れぞれの議論の間には細かいニュアンスの差がみ

られる。とくに経済学者の理論的関心は，その得

失を比較したうえその利益の方が負担よりも大き

いことを立証することに向けられているように見

える。 この よう な観点から，この章では資本の輸

入国であるオース トラリア側からみた外資の利害
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を論じてみよう。

利益の第 1は外資の国内資本の補完である。国

民経済の成長とともに，貯菩は確実に伸びている。

それにもかかわらず， 高い生活水準と消黄財に対

する高水準の支出になれ， 上昇した自然増加と大

燈の移民により急速に規模を拡大しつつあるこの

社会の資本需要はきわめて大きいものがある。

1957年に発表された「経済調査」 (economicsur-

vey)によると， 「オース トラリアの広大性とそこ

に散在する天然資源の開発， オース トラリアが大

醤の資本を必要とする技術時代に経済の拡大を図

ろうとしている事実， 学校，住宅その他に対する

社会的需要の増大， これらはすべて資本需要を高

める傾向を持つものである」といっているが，確

かに 2％の人口増加をまかなうためにも， 資本係

数がかなり高いと考えれば， 10％の投資の増加を

必要とするこ とも考えられないことではない。 し

かも天然資源の開発と市場の拡大を通じての産業

の多角化は， この国の将来の発展を保証するため

に必須のものである。いままで農牧畜業に主とし

て依存してきた（特に国際貿易の面で）経済も，第2

次産業の振輿を除外してはその将来は明るいもの

とはいえない段階に立ち至った。戦前，特に19世

紀の後半の外資が直接間接に農牧畜業の発展に寄

与したのに対 し， 戦後の外資は主として製造業と

結びついて伸張してきたことは単なる偶然ではな

い。 さいわいにしてオーストラ リアは資本輸出国

イギリス， アメリカ両国と人種， 言語，伝統，慣

習などに多分の類似性を持っていたことが外資の

流入を助長してきた。 もっとも負担の項でかかげ

るように， 外資に対しては利子利潤という対価は

支払わねばな らないが， それに対して課せられる

課税分はこの国の利益として数えられなければな

らない。ま た外資の流入は時に国内資本に置換す

ることがあり， その場合はオーストラリア人に帰

する所得の減少とな ってあらわれるが， 大部分は

追加資本としての役割を果たすのであって， 既存

資本の限界生産性を低下せしめるとともに， 労働

の生産性の向上によって資本家から労働者への再

分配的機能を果たすことになる。 これは前述の課

税の作用によっていっそう促進されるが， もしこ

のような再分配が望ましいものであるとするなら

ば， それは外資の利益の 1つと して掲げねばなら

ない。

利益の第 2は技術の流入についてである。 これ

までの政府借款または民閻外資のうちでのボート

フォリオ投資と戦後著しく成長した直接投資との

大きな差異の 1つは， 前2者が技術の流入と無関

係であるのに対し， 後者は資本の補完としての意

味のほかに技術の流入を伴うことである。今日の

ような技術革新の時代には•この点利益は十分高く

評価 しなければならない。 なおここで技術という

のは， 経営技術，市場調査，開拓の技術を含んで

いる。またある場合には，直接投資は技術の流入

のほか市場の確保としての意味を持つことがあ

る。 カナダにおいて，アメリカの親会社は，原料

の確保または半製品の確保のために子会社を作っ

たため， カナダ側からみてこの種の直接投資は市

場確保としての意味を持ったのであるが， オース

トラアにおいてはこのような例はさほど多くな

1.,‘° 

第 3の利益は国際収支上の利益であって， 国際

収支が逆潮である一定期間を外資の流入によって

補完することである。この場合大切なことは一定 ，

期間ということであって， のちに述べる利子負担

はまもなく新規流入額を越えるようになるであろ

うから， 国際収支補完の効果は長くは続かない。

外資のうちでも ドル問題は特別の問題であった
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が，戦後ドル不足の深刻な時期に世銀借款が問題

の解決に大きく貢献 したことはこの例である。

このように考えてくれば， 外資の流入が輸出産

業の振興となって輸出の増加をもたらすか， また

輸入代替的効果を持って輸入の減少をもたらすこ

とが望ましい。ただ現在のオーストラリアの状況

ではこれを望むことはかなりむずかしい。戦前の

外資は， 主として農牧畜業，鉱業などに向けられ

るか， またはこれらの振興に直接貢献する公共事

業にあてられた。これらは倫出産業であるので外

資は輸出の振興とリンクされていた。これに反し

て戦後の外資は製造業に向けられ， これらのうち

には若干アジア市場， 太平洋諸島向けのものもあ

るが， 大部分は国内市場を対象とするものである

から輸出産業とはいいえない。他方， これらがど

の程度輸入削減効果を持つかを計測することはむ

ずかしいが， 外資の国民所得向上による消費の刺

激的効果 原料の輸入の増加（関連産業の輸入の増

加を含む）などを考えれば，大きな効果を期待する

ことができないことは明らかであろう。そこでふ

たたび問題はもとにもどって， 現在政府が力説し

ているように，第2次生産品の輸出の振興をいか

にして図るかということになる。政府のみるとこ

ろでは， 東南アジアがその潜在市場であるが，最

大の障害は戦後の継続的なインフレの進行で， そ

の程度が他国のインフレより 急速であるかぎりに

おいて， 製造業が国際競争力を持つことはきわめ

てむずかしいものといわなければならない。つぎ

は外資の負担で第1に利子負担，第2に政策上の

困難， 第3に国際収支上の困難の 3つの点から分

説する。まず最初は利子負担の問題である。これ

は国民経済全体に対する利子負担の問題であっ

て， 国際収支上の問題はのちに論ずる。

この第 9表から気がつくことは， 第1に政府借
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第9表外資の利子負担

（単位： 100万オーストラリアボンド）
・ • -• 

•ー・・・

年度 1政府 1
＇ 直接投資ぼート借款 1冦金采配当1 ；ォ•リ 1 合計

． ＇ ．．＿ 利益 1~五1-------
1948/49 I 19.7 I 12.6 I 8.5 I 4.0 I 44.8 
1949/50 I 19.1 I 14.8 I 10.0 I 3.7 I 47.6 
1950/51 I 19.1 I 17.5 I 23.1 I 6.5 I 66.2 
1951/52 I 19.1 I 17.5 I 24.3 I 7.5 I 68.4 
1952/53 I 20.2 I 23.6 I 20.0 I 8.0 I 71.8 

1953/i54 i 21.3 35.4 30.4 6.1 93.2 1954 5 21. 7 36.8 30.3 6.7 95.5 
1955 6 22.3 38.8 39.4 ・ 6.0 107.0 
1956 7 22.7 37.7 44.7 8.0 113.1 
1957 8 22.8 48.9 39. 7 I I 6.3 117.7 
1958/59 25.1 48.3 58.7 11.6 143.7 

！ 
--------------. --- -・・・-----・・. -・-

款利子の相対的比重の軽減である。このうちには

世銀に対する利子の支払いを含んでいるので， 絶

対額は多少増加しているが， 相対的比重は1948/

49年度の44％から 1958/59年度の17％と大幅に低

下している。また コーナン氏の計算によれば，

1938/39年度には 63%を占めていたのであるか

ら，その下落ぶりは著しい。民間投資は直接投資

ポートフォリオ投資ともその絶対額は増加してい

るが， ボートフォリオ投資の分が，絶対額もごく

小さくその比重の増加もみられないのに対し， 直

接投資に対する利子の支払いは急激にふえてい

る。なかでも未配当利益による再投資の増大が著

しいのが注目される。 さてこのような利子の国民

総生産に対する割合を示すと第10表のとおりであ

って， わずかの増加はみられるが，まず国民総生

第10表 利子の国民総生産に対する比率
．． ． ．ー・ ・—-----• _ ＿ _ 
年 度 百分率(%)

・ • 

11111949995955048921/// //49 5552 1 3 

2.0 
1.7 
1.8 
1.8 
1.7 

1953/i54 i 2.0 
1954 5 1.9 
1955 6 2.0 
1956 7 2.0 
1957 8 2.0 

1958/59 2.3 
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廂と同様のペースで上界しており，

を除けば格別に大きな負担とは考えられない。 G

国際収支の而

NPに対して 2％とい う数字自体カナダなどの場

合と比べるとはるかに低いものである。

第2の負担は，

的庄迫である。政治的な問題としては，

ラリアは，

から，

られない。

イギリス連邦の一員であるということ

イギリスと意見のくい違いを見せることは

比較的少なく， またそのような場合にも外資の存

在が政治的主張に悪影態を及ぼすことはまず考え

一般国民の感情としてもより懸念が持

たれているのはアメリカからの外資であるが，

カナダにおけるように圧倒的に

地

理的隔絶性から，

外資の存在による政治的・経済

増加を示すものとは思われず，

民総生産の 0.5％にすぎぬ現在の段階ではほとん

ど危険はないものと思われる。

ある程度経済政策上の困難を引き起す。法律上の

規制にもそのおそれはあるし，

国資本のように円滑にゆかないことも少なくなか

ろう。また業界内部の協調についても同様である。

ただこれが実際上どの程度障害になっているかは

ほとんど知られておらず，

られたことはない。

オースト

年々の流入額が国

また外資の存在は

行政指番の際に自

また識者の間でも論ぜ

その 1つの理由は，外資を歓

迎している時期だからでもある。 この点について

はさらに実証的な方法での調査が必要であろう。

第3の負担は国際収支上の負担であって，

伸張によってまかなわれる という考え方から，

支は額がごくわずかであり，

これ

が主要なものである。利子の支払いは結局輸出の

そ

の割合をみると第11表のとおりである。貿易外収

これを除いても大き

な影態はないと思われるので除外して計算する。

この表からわかるように， 利子負担の輸出に対

する割合は増加しており， 1948/49年度から1950

/51年度までの 7.6％に対し， 1956/57年度から

第11表 愉出に対する利子割合

（単位： 100万オーストラリアボンド）

-------~-----~----------------·----一 —

年度 i輸出＊ 輸出に対する
利子割合（％）

521.7 I 8.6 
594.7 I 8.0 
975.3 I 6.8 
664.2 I 10.3 
846.7 I 8.5 

811.7 I 11.5 
761. 4 I 12.5 
772.3 I 13.9 
978.1 I 11.6 
810.4 I 14.5 

810.2 I 17.7 

1948/49 
1949/50 
1950/51 
1951/52 
1952/53 

1953/54 
1954/55 
1955/56 
1956/57 
1957/58 

1958/59 

囁（注） ＊輸出価格は f.o. b.価格である。

1958/59年度の14.4％と上昇している。

な趨勢線をのばして，1970年度には輸出の何％を

占めるようになるという議論もあるが，

ささか単純な解釈というべきであって，

容，

たなければならない。

このよう

それはい

外資の内

輸出の内容を十分に調べたうえでの推定にま

このように利子負担の輸出

に対する割合が増加 しているのは，

張率が大きいことにもよるが，

利子負担の伸

主として経済規模

の拡大にもかかわらず，

っていないことに由来している。

輸出の増加率がこれに伴

ちなみに戦後の

経常収支をみると第12表のとお りであって，

経常収支の大幅の赤字は，

この

結局戦争直後の大量の

未確認資本の流入を含む資本収支で補われてきた

第12表経 常収支

（単位： 100万オーストラリア栄ンド）
.. ・・--・--・・-・・・. 

---ー・ 年ー一•一ー＿ 度 1. ー筵霊竺玄
1948/ 49 I + 27.5 
1949/50 I -37.4 
1950/51 I +101.0 
1951/52 I -587. o 
1952/53 I +184.o 

1953/54 I -17.4 
1954/55 I -258. 3 
1955/56 I -237. 3 
1956/57 I + 92.6 
1957/58 I -174.2 

1958/59 I -206. 9 
..．- -

合 計 I . -1113.4 
・・---・・・・・・・一・• • • ~. -．．． 
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のである。また第11表をみればわかるとおり，羊

毛， 農作物は供給の弾力性が低く ，価格は大幅に

変動するのが主たる原因となって輸出の変動はき

わめて大きい。戦前の経験では， 輸出価格の下落

により輸出所得が減少したときに， 外資の流入は

停止し， 海外負債の元本利子の支払いが大きな重

荷となり不況を深刻化させた。 もともと変動の大

きい経済構造をしているこの国の経済をいっそう

大きく振動させる働きをしたのである。

ただこの点については 2つのことが考えられて

いる。第1は政府の経済政策を主軸とする景気対

策が進歩することによって， 国際的にも国内的に

も戦前のような不況はもはや起こらないであろう

ということである。たしかに戦前の不況は今日の

有力な景気に対する武器が発見される以前のでき

ごとであって， 今日では事情はかなり変化したも

のとみなければならない。つぎは Iで述べたよう

な投資の形態の変化の結果， 直接投資が外資の大

宗を占めることとなったが， 直接投資は定額利子

支払いの政府借款やボートフ ォリオ投資と違っ

て， その利潤が資本の対価と考えられるものであ

り，それが輸出産業に投ぜられる場合には， 輸出

価格の下落とともにその利潤が減少するという自

動安定装置の規制を受けることになる。 もっとも

農産物などの輸出価格と第2次産業製品のそれと

は必ずしもその動向をともにするわけではない

が， 多くの場合そのようなことがあてはまる。ま

た国内市場向けの産業に対する投資については，

国内市場価格と輸出価格とが一致するかぎりにお

いてあてはまるにすぎないが， 少なくとも世界的

な不況の際には自動安定装置が働くものといえよ

う。これは直接投資による利点であるが，過去に

おいて政府借款の利子負担が軽減されたのは 多分

に物価騰貴の作用によるものであり， 定額の利子

ぅ2

負担でない直接投資にはこのインフレの価値収邪

作用は働かない。 この点においては直接投資は不

利といえる。

以上外資の得失を簡単に論じてきた。 そしてそ

の利益が， 主として国内資本の補完としての面ま

たは技術の流入の面であるのに対し， その負担は

主として国際収支の面にあらわれることを知っ

た。 しかもその負担は現段階では多分には潜在的

なものであって， 結論は，そのような危険を顕在

化させないような経済政策， 貿易政策に大きく依

存しているといえる。その点の配慮さえ十分であ

れば， 外資が経済の成長に果たす役割はそのマイ

ナス面を考慮したうえでもなお高く評価しうるで

あろう。

IV 直接投資に関する固有の問題

この章では親会社と子会社の関係を研究しよ

う。 まず直接投資は支店に対するものと子会社に

対するものに分かれる。戦後の両者に対する資本

の流入および利子の支払い状況は第13表のとおり

である。

戦後まもなくは， 投資額においても利子支払い

額においても支店は子会社に肩をならべていた

第13表資本流入および利子支払い

（単位： 100万オーストラリアボンド）

支店 子会社
‘年度

投資額 I利子 I利子
支払い額

投資額，
l支払い額•• •• 一ー··--~--·· -・・・----• -••• 

1947/48 I 19.7 I 11.4 I 11.0 I 10.s 
1948/49 I 1s.3 I 10.6 I 25.3 I s.2 
1949/50 I 22.0 I 19.5 I 42.8 I 10.3 
1950/51 I 19.6 I 23.3 I 49.5 I 11.1 
1951/52 I 12.9 I 19.. 5 I 67.5 I 22.5 
1952/53 I 2.7 I 11.1 I 18.6 I 26.1 
1953/54 I 21.6 I 21.5 I 46.9 I 43.8 
1954/55 I 14.1 ! 22.1 I 83.1 i 44.5 
1955/56 18.8 26.7 93.4 | 52.2 
1956/57 I 16.5 I 25.21 11.1 I 57.3 
1957 /58 I 10. 2 I 23. 1 I 86.1 i 63. 9 
1958/59 I 21.0 I 26.41 11.81 79.5 
- - ＿ . --
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が， 今日ではその比重は急激に減少している。こ

れは税制その他の理由から，子会社への組織替え，

新規設立組織の支店の忌避が起こったためであろ

う。支店に対する投資はこのように比重が減少し

たのみならず， 本店との関係もそう複雑ではない

ので， ここでは親会社と子会社の関係のみを取り

上げる。

この点については統計的資料もなく，未開拓の

分野であるが， 資本の輸出国および翰入国の利害

の接触点として璽要であるので， 主として実地調

壺によりある程度の知識を得た。ただし調査対象

会社数がきわめて限られているので， 今後の調査

によって補充改訂が必要であろう。調査の対象と

なったのはヴィクトリア州16社とタスマニア州11

社で， その名および親会社の名は第14表のとおり

である。

親会社と子会社の関係は主として (1)資本，（2）技

術，（3）市場，（4）人事の 4点であって， 資本の点か

らは， 統計上は25％以上外国の 1社に保有されて

いる場合に子会社親会社の関係が生ずるのである

が， 50％以下のものは見当たらず，大部分の親会

社が 100％またはこれに近い割合の株式を保有し

ている。とくに世界的に組織を有する会社はその

傾向が強いが， ウラニュームの発掘など政治的に

問題の多いものについては， 国内資本のかなりの

参加を認め， 国民感情との調和を図っている。こ

れらの大規模のものは， 支店としては規模の点か

らみて適正でないということから子会社になって

第14表調査対象会社名

親 会 社 名

ヴ

ィ

ク

ト

リ

ア

州

Acalor Ltd. 
Australian Estates Co. 
Jhos Bortwick and Sons Ltd. 
British Petroleum Co., Ltd. 
Celcure Ltd. 

Alex Cowen and Son Ltd. 
Deroy Ltd. 
Giblons Bros. Ltd. 
William Newman and Sons Ltd. 
Tohn Oakey and Sons Ltd. 

The Rio Tinto Co., Ltd. 
George Salter & Co., Ltd. 
Shell Petroleum Co., Ltd. 

Tileman and Co., Ltd. 
Tissues Michels Ltd. 
United Malasses Co., Ltd. 
Vickers Ltd. 

子会社名
- -

I 

．． 

Acalor (Aust.) Pty Ltd. 
Australian Estates Co. 
Jhos Bortwick and Sons Ltd. 
B P Australia Ltd. 
Celcure (Aust.) Pty Ltd. 

Alex Cowen (Aust.) Pty Ltd. 
Deroy (A'Asia) Pty Ltd. 
Giblons Furnances Pty Ltd. 
William Newman & Sons (Aust.) Pty Ltd. 
John Oakey & Sons (Aust.) Pty Ltd. 

The Rio Tinto Mining Co. of Aust. Pty Ltd. 
George Salter & Co. Pty Ltd. 
(1) The Shell Co. of Australia 
(2) Shell Refining Pty Ltd. 
(3) Shell Chemical Pty Ltd 

Tileman & Co. Aust. Pty Ltd. 
Tissues Michels (Aust.) Pty Ltd. 
Particles Board Co. of Aust. Pty Ltd. 
Vickers Australian Pty Ltd. 

British Titan Proclucts Co.，Ltd. | Australian Titan Products Pty Ltcl. 
Cadlury Bros. Ltd. j Cacllury-Fry-Pascal Pty Ltd. 
Kelsall and Kemp Ltd. . I Kelsall and Kemp (Tas) Ltd. 

J 
メ 'MurexLtd. - ・ I Murex (A/Asia) Pty Ltd. 
ス NelsonJames Ltd. I Nelson James (Aus-t.) Pty Ltd. 
マ
ニ i].'9ot~l Bi;oa1h1;1rst Lee and Co., Ltd. I ].'9ot~l, B!oa.clh;1rst Lee and Co., Ltd. 
ァ WanderA. Ltd. _ _ I Wander A. Ltd. 
州 1 Bancroft Joseph and Son Co. Silk and Textile Prints Ltd. 
Eclipse Steel Products Inc. I Magnet Bedding Co. Pty Ltd. 
Pepsi-cola Co. ・ I Cascade Cordials Pty Ltd. 
Australian Commonwealth Curbide Co., Ltd. I Australian Commonwealth Curbide Co., Ltd. 

—- ------ --
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いるが， 親会社のコントロールは非常に強い。ま

たこれらの子会社は， オーストラリア内部に数社

ないしはそれ以上の子会社を持っているものが多

く， 鉱業石油など企業活動が現地に集中するもの

については親会社は単なる持株会社にすぎないこ

とがある。またオーストラリアの子会社がアフリ

カの子会社の株を所有するなど， 企業運営上はそ

れぞれの国での自由なる創意を認めながら， 資本

的に関係会社をリンクさせて相互の協調を図ろう

とする試みもある。また以上のような親会社への

高度の資本集中から会社の資本的・金融的な面で

の親会社の規制は強いようである。

つぎは， （2）技術の点であるが，子会社発足の時

は， オース トラリアの職員を本国に呼び寄せ技術

訓練を与えるとか， 特殊機械を親会社から輸入す

るなどその技術的関係は特に密接である。その後

各国情によって差異の大きい分野では， 子会社自

身が研究所を設立して独自の技術を生み出す方向

に向かっていくが， 他方各国で条件の迎わないも

のについては， 親会社が統一・的に研究を行ない，

それが親会社の重要な機能の 1つともなってい

る。また当然のことながら，販売会社的色彩の強

い子会社においては格別の技術関係はみられな

い。

(3)人事の点については一般にかなりおおらか

で， オーストラリア人が主要ボス トをも占めてい

る。ただ大会社になると重役の半分近くまたは半

分以上が本国人（イギリス人，アメリカ人）で占めら

れており， 3割ぐらいの不在重役がいるのが常で

ある。この点において， 日本の甜社なども法律上

は子会社となっているが， 人事上の主要ボストは

日本人が占めているのと対照的である。また本国

人がスタ、ノフとしてくる場合にも， 短期での交偕

を予定してく るのではなく， 半永久的な職場とし
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てくるわけであって， この点が最も支店の場合と

異なるようである。

(4)市場の問題については， 大多数が国内需要の

みを対象としているため， 特別に親会社との間に

複雑な問題を生じない ものが多いが， 約 3割は輸

出に利害関係を持ち， この場合は， この輸出権の

問題はオーストラリアにとって璽要な問題とな

る。なぜなら，親会社が子会社に輸出の制限を課

する場合，． 国際収支上オーストラリアの利益と反

するからである。この点では，オーストラ リアの

みにかぎられるものまたはオースト ラリア， ニュ

ージランド， 太平洋諸島に輸出権を限られる もの

が多い。つぎにアジア地域まではよいというもの

があり， これは特にアメリカの会社にとっては必

然の理由があるのである。 ドル不足が一般的であ

った時はアメ リカからの直接輸出はできず， オー

ストラリ アの子会社からの輸出という形によって

東南アジア ヘの輸出が可能となる場合があったか

らである。

一般的にいって親会社の本国への帷出は認めら

れない。親会社が企業活動をしない場合には利害

の衝突はないのであるが， オーストラリアからの

倫入は地理的にみて他の国の子会社からの輸入よ

り有利な立場に立つということは少ないようであ

る。

この輸出権の制限は， 明白な規定によるものの

ほか実行上なされていることが多く， したがって

輸出権の制限を行なわないという保証のもとに資

本の輸入を認めるという制度を創設したとして

も， それがどの程度効果をあげうるかは疑問であ

る。これまでみたように現在順調に推移してい

る外資の瀦入も， 輸出の促進を伴うのでなければ

破局の到来する危険のあることを考える時， この

問題はさらに論議の対象となってしかるべきもの
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であると思われる。 Market. 
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